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１ 営業の経過及び成果
当中間期におけるわが国経済は、堅調な海外需要に支えら
れた輸出関連企業や情報通信関連企業など一部の事業分野に
おいて、企業収益や設備投資に改善の兆しが見られたもの
の、雇用所得情勢は依然として厳しく、個人消費の顕著な回
復も見られないまま推移しました。
当社の属する印刷、紙卸業界におきましても、企業の業績
回復の遅れに伴う市場低迷から価格競争が激化、また、製紙
業界の再編に伴い用紙価格は大幅に上昇し、経営環境は厳し
いものとなりました。
こうした情勢のもと、当社では、事業構造の変革に取り組
むとともに、企業間競争の激化をビジネスチャンスと捉え、
新規顧客の開拓と既存顧客の安定化を図るとともに、内製化
による外注費の削減や用紙の選別による原材料費低減など、
収益力の向上に努めました。
その結果、当中間期の業績につきましては、売上高は４９億
２千６百万円（前期比０．５％増）であったものの、用紙価格
の大幅値上げ改訂により売上原価率が悪化し、経常利益は１
億６千５百万円（前期比５６．９％減）となりました。また、退
職給付債務の会計基準変更による差異約５０百万円の一括処理
と、金融商品時価会計基準適用に伴う会員権評価損約１４百万
円を計上したことにより、当期中間純利益は４千８百万円（前
期比７３．８％減）となりました。

２ 部門別の概況
（１）出版印刷物部門
（売上高 ５億２千２百万円 前期比 ４．６％増）
子会社の株式会社エス・ピー・シーと協力し、平成１２
年３月１８日より約半年間に渡って開催された淡路花博
「ジャパンフローラ２０００」をテーマとした観光ガイドブ
ックの刊行や官公庁の広報誌の受注増などにより、出版
印刷物の売上高は前中間期を上回る結果となりました。

（２）商業印刷物部門
（売上高 ２２億４千６百万円 前期比 ５．０％減）
情報通信関連など一部業種に旺盛な印刷需要が見られ
販売拡大に努めたものの、広告宣伝費削減の動きから、
印刷需要の低迷や企業間における受注競争の激化などに
より、商業印刷物の売上高は前中間期を下回る結果とな
りました。

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び

申しあげます。平素は格別のご支援とご愛顧を賜り

厚く御礼申しあげます。

ここに、第５２期中間期（平成１２年４月１日から平
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（３）紙器加工品部門
（売上高 ６億７千１百万円 前期比 ２５．７％減）
個人消費の顕著な回復が見られない中で、ギフト外装
ケースや包装紙の需要が減少し、また、一部得意先での
内製化が進むなどの影響を受けたことに加え、不良債権
発生回避のための得意先選別により、紙器加工品の売上
高は前中間期を下回る結果となりました。

（４）洋紙板紙販売部門
（売上高 １３億円 前期比 １９．５％増）
用紙価格の値上げ環境の中で、当社の環境配慮型商品
である「セキオリジナル再生紙」の販売拡大に努めたほ
か、情報通信関連向け印刷用紙の販売が増加したことな
どにより、洋紙板紙販売部門の売上高は、前中間期を上
回る結果となりました。

（５）その他部門
（売上高 １億８千万円 前期比 ３５４．０％増）
当社がサプライヤーとして、オフィス関連用品通信販
売業者へティッシュペーパーやトイレットペーパーなど
の商品納入を開始したことなどにより、その他部門の売
上高は前中間期を上回る結果となりました。

（６）美術館部門
（売上高 ５百万円 前期比 １８．４％減）
４月中旬から約１ヵ月間特別企画展「加山又造展－う
つりゆく四季－」を開催したほか、常設展にも工夫を凝
らすなど来館者の対応に努めました。しかしながら、「瀬
戸内しまなみ海道」による集客増加も一巡し、観光シー
ズンである夏場が猛暑であったことも影響して来館者が
減少しました。そのため、美術館部門の売上高は前中間
期を下回る結果となりました。

３ 設備投資及び資金調達の状況
当中間期の設備投資の総額は１億６百万円（無形固定資産
を含む。）であります。その主なものはプリプレス設備等で
あり、これらの資金は全額自己資金により充当いたしまし
た。

４ 会社が対処すべき課題
今後の当社を取り巻く経営環境を展望いたしますと、下期
以降も得意先企業の広告宣伝費削減の動きは続き、印刷需
要の大幅な回復は見込めず、来春再度用紙価格の値上げが
予定されるなど、引き続き厳しい状況が続くものと予測され
ます。
当社といたしましては、引き続き徹底したコスト削減を行
うとともに、製作工程のデジタル化強化による生産効率の向
上を図り、収益力の向上を目指します。また、品質保証の国
際規格であるＩＳＯ９００２を伊予工場に続き、本社及び本社工
場への拡大認証取得を目指し、品質保証体制の強化を進めて
まいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜
りますようお願い申し上げます。

《部門別売上高》 （単位：百万円）

品 目 金 額 構 成 比 前期比（増減）

製

品

出 版 印 刷 物 ５２２ １０．６％ ４．６％

商 業 印 刷 物 ２，２４６ ４５．６％ △５．０％

紙 器 加 工 品 ６７１ １３．６％ △２５．７％

小 計 ３，４４０ ６９．８％ △８．７％

商

品

洋 紙 ・ 板 紙 １，３００ ２６．４％ １９．５％

そ の 他 １８０ ３．７％ ３５４．０％

小 計 １，４８０ ３０．１％ ３１．２％

美 術 館 収 入 ５ ０．１％ △１８．４％

合 計 ４，９２６ １００．０％ ０．５％



業績の推移（単体）

《貸借対照表》

財務状況（単体）

（単位：千円）

科 目
金 額

当中間期
（平成１２年９月３０日現在）

前中間期
（平成１１年９月３０日現在）

前 期
（平成１２年３月３１日現在）

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

機 械 及 び 装 置

工具器具及び備品

土 地

そ の 他

無形固定資産

投 資 等

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

５，７４６，１１７

１，３０２，９０９

１，４４６，５１９

１，３９８，２４１

９５９，１０４

５９８，９７３

３６，６７２

２３，３７６

△１９，６７９

６，７３４，５１０

４，５４７，１７６

８０４，４３９

１，５６５，９６６

９６３，１３７

１，１６７，２７２

４６，３６０

２６，０９５

２，１６１，２３９

１，３６７，９９８

８７４，０３２

△８０，７９１

５，９０３，９６１

１，２０５，６４７

１，１８５，９７９

１，３２９，８３７

１，５９１，８４８

５７７，９７３

－

３１，６５１

△１８，９７６

５，４０９，５１２

４，４７４，１４８

８６７，０６０

１，４６６，４１２

９４３，１４７

１，１６７，２７２

３０，２５５

１８，９１２

９１６，４５２

４６０，１５８

５３３，４４０

△７７，１４７

６，７８２，６４７

１，５９３，７５３

１，１４６，８０８

１，７１０，７９５

１，８１０，５９７

４９５，１１０

３２，９１５

１３，５６２

△２０，８９５

５，８２２，５８８

４，６３５，０２４

８３３，０１５

１，６７０，２７５

９３７，１８９

１，１６７，２７２

２７，２７１

２９，１３３

１，１５８，４２９

４８０，８３９

７５６，０６２

△７８，４７２

資 産 合 計 １２，４８０，６２７ １１，３１３，４７４ １２，６０５，２３５

１９９９／３ ２０００／３ ２０００／９

《年度データ》

売 上 高（千円） １０，４０７，７０７ １０，４６０，９７１ ４，９２６，６０６

売 上 総 利 益（千円） ２，３７９，３５７ ２，３７４，６０３ ９７０，５２５

経 常 利 益（千円） ６８６，９０８ ８０１，４７５ １６５，２０５

中間（当期）純利益（千円） ２５８，７７３ ３８３，１５２ ４８，８３５

《期末データ》

総 資 産（千円） １１，０６２，７７６ １２，６０５，２３５ １２，４８０，６２７

株 主 資 本（千円） ８，４０９，５５１ ９，２７６，７２９ ９，２５０，４６９

発行済株式総数 （株） ４，００８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００

《１株当たり指標》

１株当たり中間（当期）純利益 （円） ６４．５６ ９４．６０ １０．８３

１株当たり株主資本 （円） ２，０９８．１９ ２，０５７．８４ ２，０５２．０１

１株当たり中間（年間）配当金 （円） （９） （１２） ６



《貸借対照表》 （単位：千円） 《損益計算書》

（ ）（ ）

（単位：千円）

（ ）
科 目

金 額

当中間期
平成１２年４月１日から
平成１２年９月３０日まで

前中間期
平成１１年４月１日から
平成１１年９月３０日まで

前 期
平成１１年４月１日から
平成１２年３月３１日まで

経

常

損

益

の

部

営
業
損
益
の
部

営 業 収 益

売 上 高

営 業 費 用

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

４，９２６，６０６

３，９５６，０８１

８２８，９６４

４，９０２，６８７

３，７５０，３１２

８１５，４８４

１０，４６０，９７１

８，０８６，３６８

１，６６４，２７７

営 業 利 益 １４１，５６０ ３３６，８９１ ７１０，３２５

営
業
外
損
益
の
部

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

新 株 発 行 費

株 式 公 開 費 用

投資事業組合持分損

雑 損 失

２９，４２９

８，７９２

２０，６３６

５，７８４

１，１５８

－

－

３，９２５

７００

４８，３２０

８，４５６

３９，８６４

１，９１１

１，０２９

－

－

－

８８２

１２３，９２８

１６，７８２

１０７，１４５

３２，７７９

１，７３５

２，８８６

２６，４９１

－

１，６６６

経 常 利 益 １６５，２０５ ３８３，３００ ８０１，４７５

特

別

損

益

の

部

特 別 利 益

貸倒引当金戻入益

退職給与引当金戻入益
固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券評価損戻入益

特 別 損 失

過年度退職給与引当金繰入額
過年度退職給付引当金繰入額
固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

有価証券強制評価減

会 員 権 評 価 損

貸倒引当金繰入額

１，５９６

１，５９６

－

－

－

６５，１４９

－

５０，６８６

－

８１

－

１１，６８２

２，７００

１２，０５５

１，６０１

１，８８３

５，７２５

２，８４４

７４

－

－

５４

２０

－

－

－

２０，１９０

－

１３，７４９

５，７２５

７１４

１０１，２１０

４７，０６１

－

５４

１２，８９９

４１，１９４

－

－

税引前中間（当期）利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 利 益

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う特別償却準備金取崩額

税効果会計適用に伴う固定資産圧縮積立金取崩額

中間（当期）未処分利益

１０１，６５２

１１２，００９

△５９，１９２

４８，８３５

４７，０３０

－

－

－

９５，８６６

３９５，２８０

２０８，６２７

－

１８６，６５２

４４，１７４

－

－

－

２３０，８２７

７２０，４５５

３７３，３７８

△３６，０７５

３８３，１５２

４４，１７４

△２１４，９０２

９３，６１２

２８５，３０５

５９１，３４２

科 目
金 額

当中間期
（平成１２年９月３０日現在）

前中間期
（平成１１年９月３０日現在）

前 期
（平成１２年３月３１日現在）

（負債の部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

負 債 合 計

（資本の部）

資 本 金

法定準備金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰 余 金

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

（うち中間（当期）利益）

資 本 合 計

２，６６９，１６４

１，３２８，７９０

７３８，２９４

１６２，０００

１１７，８８３

１１９，６１３

２０２，５８１

５６０，９９３

６０，０００

１５６，３０６

－

１１３，０７４

２２１，４９２

１０，１２０

３，２３０，１５８

１，２０１，７００

１，５７２，８００

１，３３３，５００

２３９，３００

６，４７５，９６９

６，３８０，１０３

９５，８６６

（４８，８３５）

９，２５０，４６９

２，５００，８２２

１，０９０，９８４

７２０，１９１

１５０，０００

２１３，８１５

１１４，５６９

２１１，２６１

２６９，５２０

－

－

２６，２３６

－

２３３，１６３

１０，１２０

２，７７０，３４２

９２５，２００

１，０８９，３００

８５８，０００

２３１，３００

６，５２８，６３２

６，２９７，８０４

２３０，８２７

（１８６，６５２）

８，５４３，１３２

２，８１０，００８

９１０，１５７

９１７，８８２

１３０，０００

１８５，０６５

１０７，２６０

５５９，６４３

５１８，４９７

－

２１１，７４１

５８，６１４

－

２３８，０２１

１０，１２０

３，３２８，５０５

１，２０１，７００

１，５６４，８００

１，３３３，５００

２３１，３００

６，５１０，２２９

５，９１８，８８７

５９１，３４２

（３８３，１５２）

９，２７６，７２９

負 債 及 び 資 本 合 計 １２，４８０，６２７ １１，３１３，４７４ １２，６０５，２３５



（平成１２年９月３０日現在）

商 号 セキ株式会社

本 社 〒７９０－８６８６ 愛媛県松山市湊町７丁目７番地１

ホームページ http：／／www. seki. co. jp

e‐ma i l ir@mail. seki. co. jp

設 立 昭和２４年３月３１日

事業内容 印刷物及び紙製品の製造・販売

資 本 金 １，２０１，７００，０００円

従業員数 ３５６名

主要な営業所・工場
本社及び本社工場 愛媛県松山市湊町７丁目７番地１ �０８９－９４５－０１１１
東 京 支 店 東京都港区赤坂９丁目６番２８号 �０３－３４７９－１１４１
名古屋営業所 愛知県名古屋市西区押切１丁目９番６号 �０５２－５３１－１３０１
高 松 営 業 所 香川県高松市番町３丁目３番１７号 �０８７－８３１－１７７７
高 知 営 業 所 高知県高知市神田９６９番地１ �０８８－８３２－０２７４
伊 予 工 場 愛媛県伊予市下三谷２９０番地１ �０８９－９４５－０１１１
セ キ 美 術 館 愛媛県松山市道後喜多町４番４２号 �０８９－９４６－５６７８

（平成１２年９月３０日現在）

※取締役会長 関 宏 成

※取締役社長 関 啓 三

専務取締役 土 居 尉 二

取締役相談役 関 宏 康

取 締 役 前 田 征 道

取 締 役 和泉元 文 雄

取 締 役 泉 利 幸

取 締 役 松 長 茂

取 締 役 佐 藤 靖 雄

監査役（常勤） 尾 首 充 俊

監 査 役 和 田 彪

監 査 役 宮 田 泰

監 査 役 宮 内 省 三

１．※印は代表取締役であります。
２．監査役のうち、宮田 泰及び宮内省三は株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。

会社の概要

役 員

（平成１２年９月３０日現在）

当社グループは、当社及び連結子会社４社（�エス・ピー・
シー、コープ印刷�、�こづつみ倶楽部、関興産�）で構成
され、印刷関連事業、洋紙板紙販売関連事業、出版・広告代
理関連事業、カタログ販売関連事業、美術館関連事業を主な
内容とし、事業活動を展開しております。
当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は６６億
１千８百万円となりました。また、利益につきましては、営
業利益が２億１千８百万円、経常利益が２億３千５百万円、
中間純利益が７千７百万円となりました。
なお、当中間連結会計期間は「中間連結財務諸表制度」の
導入初年度であるため、前年同期との比較は行っておりま
せん。

株式の状況

連結決算のあらまし

株 主 名 持 株 数 持株比率

関 宏 成

関 啓 三

有限会社宏栄 興 産

株式会社伊予 銀 行

セキ従業員持 株 会

財団法人関奉仕財団

株式会社愛媛 銀 行

関 宏 康

森 松 三 子

谷 口 定 子

７７０，４００

５０３，２００

４４０，２００

２２５，０００

２２０，６００

１４４，０００

１４１，０００

１２３，４００

１１９，４００

１１９，４００

１７．０９

１１．１６

９．７６

４．９９

４．８９

３．１９

３．１３

２．７４

２．６５

２．６５

会社が発行する株式の総数 １６，０００，０００株

発行済株式総数 ４，５０８，０００株

株 主 総 数 ４２５名

大 株 主

（株） （％）



《連結貸借対照表》 （単位：千円） 《連結損益計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）
科 目

金 額
科 目

金 額

当中間連結会計期間
（平成１２年９月３０日現在）

前連結会計年度
（平成１２年３月３１日現在）

当中間連結会計期間
（平成１２年９月３０日現在）

前連結会計年度
（平成１２年３月３１日現在）

（資産の部）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

６，６７９，９３４

１，９００，２７１

３，０９２，１２８

１，００１，７００

６３９，８０３

５３，０８８

２４，７３９

△３１，７９７

６，８５８，６６２

４，６１３，２６４

８２７，６０４

１，５８３，９２５

１，０１４，４６１

１，１６７，２７２

２０，０００

４９，１７６

２，１９６，２２２

１，４０７，６０２

８６９，６１５

△８０，９９６

７，７４１，０６６

２，２３５，８４０

３，０５１，０９３

１，８８３，０５３

５４１，７５１

４３，２４１

１１，５０４

△２５，４１６

５，９３５，５５５

４，７１１，４５５

８５７，０６３

１，６８９，９３４

９９７，１８４

１，１６７，２７２

－

４９，６７３

１，１７４，４２６

４８９，７３９

７６４，０３７

△７９，３５２

（負債の部）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

繰延税金負債

退職給与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

負 債 合 計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

資 本 合 計

２，９７３，０９３

２，２３１，４１４

１６２，０００

１５２，９５９

１６９，７２３

２５６，９９５

５６７，７２８

６０，０００

１５９，９２１

－

１１６，１９３

２２１，４９２

１０，１２０

３，５４０，８２２

１３７，０２３

１，２０１，７００

１，３３３，５００

７，３２５，５５１

９，８６０，７５１

３，１５４，２２１

２，００５，１６７

１３０，０００

２１５，１１１

１４６，０７６

６５７，８６５

５２３，２８６

－

２１４，３９４

６０，７５０

－

２３８，０２１

１０，１２０

３，６７７，５０７

１３１，６５６

１，２０１，７００

１，３３３，５００

７，３３２，２５９

９，８６７，４５９

資 産 合 計 １３，５３８，５９７ １３，６７６，６２２ 負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 １３，５３８，５９７ １３，６７６，６２２

科 目

金 額

当中間連結会計期間
平成１２年４月１日から
平成１２年９月３０日まで

前連結会計年度
平成１１年４月１日から
平成１２年３月３１日まで

売 上 高
売 上 原 価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
保 険 金 収 入
物 品 売 却 収 入
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
新 株 発 行 費
株 式 公 開 費 用
売 上 割 引
投 資 事 業 組 合 持 分 損
そ の 他

経 常 利 益
特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
退 職 給 与 引 当 金 戻 入 額
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券評価損戻入益

特 別 損 失
過年度退職給与引当金繰入額
過年度退職給付引当金繰入額
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
有 価 証 券 強 制 評 価 減
会 員 権 評 価 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税金等調整前中間（当期）純利益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

６，６１８，１１９
５，１７２，５８１
１，４４５，５３７
１，２２６，８７０
２１８，６６７
２３，２４５
４，４５５
３，２４４
－
－

３，００８
３，３３９
９，１９７
６，５４９
１，１５８
－
－
７００
３，９２５
７６４

２３５，３６４
１，７３３
１，７３３
－
－
－

７１，６６５
－

５０，６８６
－

６，５９６
－

１１，６８２
２，７００
１６５，４３３
１４６，８１２
△６４，３１９
５，８０４
７７，１３６

１３，４４７，８９９
１０，１２１，１１６
３，３２６，７８３
２，４１３，４０６
９１３，３７６
１１９，１６１
１２，１０２
４，４１９
４９，３４６
１０，１０８
１２，３４２
２，９８２
２７，８５８
３２，７８５
１，７３５
２，８８６
２６，４９１
１，６６６
－
６

９９９，７５１
２０，１９０

－
１３，７４９
５，７２５
７１４

１１０，００４
４７，７１１

－
５４

２１，０４４
４１，１９４

－
－

９０９，９３７
４５４，２５２
△３７，０２３
１６，５５９
４７６，１４９



トピックス

毎年３月末日及び９月末日の最終の株主名簿に記載された
株主様に対して、次のような「セキ美術館」ご招待券並びに
自社製品を贈呈いたします。

１．「セキ美術館」ご招待券
対 象：３月末日及び９月末日の株主様
贈呈時期：３月末日現在の株主様 ６月下旬

：９月末日現在の株主様 １２月下旬

持株数 招待券枚数
１，０００株以上 ２枚
４，０００株以上 ４枚
６，０００株以上 ６枚
８，０００株以上 ８枚
１０，０００株以上 １０枚
＊ご招待券につきましては、常設展入館時のみ有効とさせていた
だきます。

２．自社オリジナルティッシュペーパー １ケース（２０箱）
対 象：３月末日の株主様
贈呈時期：７月上旬

３．自社カレンダー １部
対 象：９月末日の株主様
贈呈時期：１１月下旬

決 算 期 毎年３月３１日
定時株主総会 毎年６月
基 準 日 毎年３月３１日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して
定めた日

株 主 確 定 日 利益配当金 毎年３月３１日
中間配当金 毎年９月３０日

公告掲載新聞 日本経済新聞
１単位の株式の数 １，０００株
証券銘柄コード ７８５７（登録銘柄）
名義書換代理人 住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号

住友信託銀行株式会社 証券代行部
（郵便物送付先） 〒１８３－８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０

住友信託銀行株式会社 証券代行部
（電話照会先） 東京（０４２）３５１－２２１１

大阪（０６）６８３３－４７００
同 取 次 所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

株主ご優待制度

株主メモ

加山又造展～うつりゆく四季～
（平成１２年４月１９日～５月１４日）

日本画革新運動の旗手として、新風を送り続けてきた加山又造氏の

特別企画展を開催いたしました。開催期間中は、４，６００名余りの方々

にご来館いただきました。

ポータルサイト「デジタルシティ・えひめ」開設
子会社の株式会社エス・ピー・シーでは、本年６月からポータルサ

イト「デジタルシティ・えひめ」を開設。愛媛の最新地域情報を皆様

にお届けしています。（http：／／www.dcity‐ehime.com／）
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